
１．職員の任免及び職員数に関する状況

区 分 新 期 採 用 数
暫 定 再 任 用
( ﾌ ﾙ ﾀ ｲ ﾑ )

備 考

一 般
行 政 職

事 務 職 3人 7人

技 術 職 4人 0人

計 7人 7人

(1) 令和６年度における職員の採用の状況

定年退職 勧奨退職 普通退職 分限免職 懲戒免職 失 職 死亡退職 合 計

5人 1人 4人 － － － － 10人

(2) 令和６年度における職員の退職の状況

区 分 令和7年 令和6年 増 減 数 増 減 の 理 由

一般行政部門

議 会 2(0) 2(0) －

総 務 26(3) 26(4) (▲1)
暫定再任用職員の勤務形態の変更
(短時間勤務)による減

税 務 5(1) 6(1) ▲1 徴収業務の兼務による減

民 生 28(0) 28(0) －

衛 生 11(0) 11(0) -－

農林水産 12(2) 12(0) ( 2) 任用形態の変更による増

(正職員から暫定再任用へ)

商 工 2(1) 2(0) ( 1) 任用形態の変更による増

(正職員から暫定再任用へ)

土 木 6(0) 5(0) 1
公営企業(水道)事業の職員体制の
減員による増

計 92(7) 92(5) 0 (   2)

特別行政部門 教 育 20(2) 20(1) ( 1) 任用形態の変更による増

(正職員から暫定再任用へ)

公営企業等会計

水 道 2(0) 3(0) ▲1
公営企業(水道)事業の職員体制の
減員

下水 道 3(0) 3(0)

その 他 28(1) 25(1) 3
特別養護老人ホームの介護職員の
増員

計 33(1) 31(1) 2 (   1)

合 計 145(10) 143(7) 2 (   3)

(3) 令和７年４月１日における職員数、職員数の増減の状況

注） 1  職員数は、地方公共団体定員管理調査に基づく職員数
2  一般会計職員のうち、国民健康保険事業職員(2人)及び介護保険事業職員(1人)

は公営企業等会計(その他)の区分に分類
3（ ）カッコ内の人数は、暫定再任用(フルタイム)の人数

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級

標 準 的 な
職 務 内 容

主 事
技 師

主 事
技 師 主 任

係 長
主 査
保健師長

課長補佐
主 幹
次 長
副館長

課長・参事
室長・園長
所長・館長
事務局長

職 員 数 21人 9人 3人 16人 14人 16人

構成比(％) 26.6% 11.4% 3.8% 20.3% 17.7% 20.3%

(4) 令和7年４月１日における級別の職員数（一般行政職）

（令和7年度地方公務員給与実態調査）



注）1 平均給料月額とは、基本給の平均をいいます。
2 平均給与月額とは、給料及び職員手当（期末･勤勉手当、寒冷地手当、退職手当を除く）の
合計額の平均をいいます。

3 初任給は、一般行政職の試験採用の場合によります。

２．職員の人事評価の状況

(1) 令和６年度における職員の人事評価の状況
実施権者は町長。人事評価の基準、方法等に関する規則に基づき、能力評価及び業績
評価を実施。

組 織 区 分 被 評 価 者 評価者 調整者 対象人数

町長部局
課長職 副町長 副町長

172人

課長補佐級・係長級・係員級・暫定再任用・会計年度 課長職 副町長

教育委員会
課長職 教育長 教育長

課長補佐級・係長級・係員級・暫定再任用・会計年度 課長職 教育長

その他部局
課長職 副町長 副町長

課長補佐級・係長級・係員級・暫定再任用・会計年度 課長職 副町長

注）評価期間は、令和6年4月から令和7年3月末まで（令和7年3月末在籍者）

３．職員の給与の状況

(1) 令和６年度における人件費の状況（令和６年度一般会計決算）

区 分
住民基本台帳人口

（令和7.3.31現在）
歳 出 額 （ A ） 人 件 費 （ B ）

人 件 費 率
（ B ／ A ）

佐 呂 間 町 4,537人 5,885,194千円 939,949千円 16.0％

注）一般会計決算額のため、特別会計・公営企業会計に係る人件費等は含んでいません。

(2) 令和６年度における職員給与の状況（令和６年度一般会計決算）

職 員 数
（ A ）

給 与 費 1人当たりの
平均給与費
（B／A）給 料 職 員 手 当 期末･勤勉手当 計（B）

115人 407,470千円 84,177千円 150,670千円 642,317千円 5,585千円

注）職員給与とは、人件費のうち、一般職の職員に対して支給される給料及び扶養手当、寒冷地
手当、管理職手当、夜間勤務手当、通勤手当、時間外勤務手当、住居手当、期末･勤勉手当等の
諸手当に要する経費であり、共済費、退職手当に要する経費は含んでいません。

(3) 令和７年４月１日における職員の平均給料月額、平均年齢及び初任給の状況

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
初 任 給

大 学 卒 高 校 卒

一 般 行 政 職 310,553円 337,425円 40.3歳 220,000円 188,000円

技 能 労 務 職 293,400円 357,394円 52.4歳 220,000円 188,000円

暫 定 再 任 用 266,733円 282,831円 62.2歳 － －

（令和7年度地方公務員給与実態調査）

(4) 令和７年４月１日における学歴別及び経験年数別の職員の平均給料月額

区 分
経 験 年 数

1 0年以上
1 5年未満

15年以上
20年未満

20年以上
25年未満

25年以上
30年未満

30年以上
35年未満

35年以上

一般行政職
大学卒 298,100円 318,100円 － 389,500円 403,800円 －

高校卒 275,000円 298,800円 － 375,500円 384,200円 396,500円

技能労務職 高校卒 － － 293,400円 － － －

暫定再任用 － － － － － － 266,700円

（令和7年度地方公務員給与実態調査）



注）1 給料及び各種手当（寒冷地手当、期末手当、勤勉手当を除く。）の｢支給職員数｣の欄には、
給料及び各種手当を令和7年4月分として、本来支給すべき職員数（ただし、時間外勤務手当、
日直手当、管理職員特別勤務手当及び夜間勤務手当については、4月実働職員数）としている。

2 寒冷地手当、期末手当、勤勉手当の｢支給職員数｣の欄には、寒冷地手当にあっては、令和7年
3月1日に在職する支給実職員数を、期末手当、勤勉手当にあっては、令和6年12月1日に在職
する支給実職員数としている。

3 「1人当たり支給額」の欄には、令和7年4月分として支給すべき給料及び各種手当の支給総額
のそれぞれについて、当該支給総額に対応する｢支給職員数｣の欄に記載されている職員数で除
して得た額としている。

4 時間外勤務手当、日直手当、管理職員特別勤務手当及び夜間勤務手当の支給総額にあっては
4月実働分支給総額とし、寒冷地手当、期末手当及び勤勉手当の支給総額にあっては、令和6年
度実支給年額としている。

(5) 令和７年４月１日における職員に対する手当の状況

区 分 支 給 の 内 容
支 給
職員数

1 人 当 た り
支 給 額

扶 養 手 当

配偶者及び子以外の扶養親族：額6,500円

満22歳の年度末までの子：1人につき月額13,000円

満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子がいる場

合の加算額：1人につき月額5,000円

42人
月額

16,300円

住 居 手 当

家賃、間代を月額16,000円以上支払っている職員に対し

家賃の額に応じ支給（ただし、職員住宅の入居者は除

く）：支給限度額28,000円

自ら住宅を新築、購入した職員に対し月額5,000円支給

76人
月額

9,600円

通 勤 手 当

交通機関利用者

運賃等の額に応じ支給：最高限度額150,000円

自動車等使用者

通勤距離に応じ支給：月額2,000円 ～ 31,600円

10人
月額

10,900円

管理職手当

管理・監督の地位にある職員に支給

・課長職 ：給料月額の10％

・課長補佐職：給料月額の 8％

35人
月額

35,800円

時間外勤務
手 当

正規の勤務時間を超えて勤務した場合に支給 54人
月額

10,600円

日 直 手 当 週休日または休日に日直の勤務を命ぜられた職員に支給 9人
月額

4,400円

管理職員特
別勤務手当

週休日または休日に勤務した管理職手当の支給を受ける

職員に支給
0人 0円

夜 間 勤 務

手 当
正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5時まで

の間に勤務する職員に支給（1回：5,000円）
0人

月額

0円

寒冷地手当

世帯区分に応じて、11月から翌年の3月までの間に支給

・扶養親族のある世帯主：月額29,400円

・扶養親族のない世帯主：月額16,200円

・その他職員 ：月額11,500円

145人
年額

96,400円

期 末 手 当

（支給割合）

6月期 1.25月分

12月期 1.25月分

計 2.50月分

（役職加算）

3級の職務：100分の5

4・5級の職務：100分の10

6級の職務：100分の15

144人
年額

770,300円

勤 勉 手 当

（支給割合）

6月期 1.05月分

12月期 1.05月分

計 2.10月分

143人
年額

642,400円

（令和7年度地方公務員給与実態調査）



(6) 令和７年４月１日における職員の給与等の状況

区 分
支 給 月 額

現 行（H26.4月～）

給

料

町 長 750,000円

副 町 長 605,000円

教 育 長 540,000円

報

酬

議 長 275,000円

副 議 長 225,000円

常 任 委 員 長
議 会 運 営 委 員 長

205,000円

議 員 185,000円

区 分
管 理 職 手 当 住居 手 当（自己所有）

※特例措置で当分の間減額現 行（H26.4月～）

一 般 職
課長職 10%
課長補佐職 8%

（措置後）月額5,000円
（措置前）月額8,000円

４．職員の勤務時間その他勤務条件の状況

(1) 令和７年４月１日における職員の勤務時間（標準的なもの）

1 週間の勤務時間 開 始 時 間 終 了 時 間 休 憩 時 間

38時間45分 午前8時30分 午後5時15分 12時00 ～ 13時00

(2) 令和６年における職員の年次有給休暇の取得状況（令和6年1月1日～令和6年12月31日）

総付与日数

（A）
総取得日数

（B）
対象職員数

（C）
平均取得日数
（B／C）

取得率
（B／A）

5,351日 1,307日 142人 9.2日 24.4%

(3) 令年６度における時間外勤務の状況

時 間 外 ･ 休 日 勤 務
年 間 総 時 間

時 間 外 ･ 休 日 勤 務
職 員 数 （ 延 べ 人 数 ）

職 員 一 人 当 た り の
月 平 均 時 間

4,522時間 523人 8.7時間

（※管理職は除く）

５．職員の休業に関する状況

(1) 育児休業の取得状況（令和６年度）

職 員 区 分
育 児 休 業
対 象 者 数

取 得 者 数 取 得 率

男 性 1人 0人 0%

女 性 0人 0人 －

計 1人 0人 0％

(2) 介護休暇の取得状況（令和６年度） 介護休暇取得者なし

※対象：正職員・再任用職員（一般職） 特別会計を除く



６．職員の分限及び懲戒処分の状況

(1) 令和６年度における職員の分限の件数

処 分 事 由 地 方 公 務 員 法 降任 免職 休職 降給

人事評価又は勤務の状況を示す事実に
照らして、勤務実績が良くない場合

第28条第1項第1号 0人 0人 0人 0人

心身の故障の場合
第28条第1項第2号及び
同条第2項第1号 0人 0人 1人 0人

職に必要な適格性を欠く場合 第28条第1項第3号 0人 0人 0人 0人

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

第28条第1項第4号 0人 0人 0人 0人

刑事事件に関し起訴された場合 第28条第2項第2号 0人 0人 0人 0人

条例に定める事由による場合 第27条第2項 0人 0人 0人 0人

地方公務員法第28条第4項により失職した者 0人 0人 0人 0人

(2) 令和６年度における職員の懲戒の件数

処 分 事 由 地 方 公 務 員 法 戒告 減給 停職 免職

法令に違反した場合 第29条第1項第1号 0人 0人 0人 0人

職務上の義務に違反し又は職務を怠っ
た場合 第29条第1項第2号 0人 0人 0人 0人

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行
のあった場合 第29条第1項第3号 0人 1人 0人 0人

７．職員の服務の状況

８．職員の退職管理の状況

(1) 令和６年度における営利企業等の従事の許可の件数

営利を目的とする会社その他の団体の役員等を兼ねる場合 0件

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 0件

報酬を得て事業又は事務に従事する場合（統計調査等） 32件

(1)令和６年度退職者の状況

定年退職 勧奨退職 普通退職 分限免職 懲戒免職 失 職 死亡退職 合 計

5人 1人 4人 － － － － 10人

当該団体内で再就職（再任用）したもの 5人

当該団体以外に再就職したもの 3人

再就職しない者、不明の者 2人

計 10人



９．職員の研修の状況

(1) 令和６年度における職員の研修の実施状況

主 催 研 修 名
研 修
場 所

人数 研 修 期 間

オ ホ ー ツ ク
町 村 会

町村新規採用職員基礎研修会 遠軽町 6人 10月21日 ~ 10月23日

町村初級職員研修会 遠軽町 7人 10月15日 ~ 10月17日

町村中級職員研修会 遠軽町 5人 8月21日 ~   8月23日

法務（基礎）研修 遠軽町 7人 9月 3日 ~   9月 3日

町村監督者研修 遠軽町 6人 8月27日 ~   8月29日

北 海 道 市 町 村 職 員
研 修 セ ン タ ー

「管理能力」研修 札幌市 3人
7月11日 ~   7月12日
8月20日 ~   8月21日

10月 9日 ~ 10月10日

市町村職員中央研修所
（市町村アカデミー）

管理職研修 千葉県 1人 10月15日 ~ 10月17日

総 務 省 自治大学校（114期） 東京都 1人 7月17日 ~    8月 9日

10．職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 令和６年度における職員の厚生制度の状況

①職員の保健に関すること（健康診断等の実施状況）

健 康 診 断 の 種 類 実 施 期 間 受診者数

一般健診 令和6年 5月から 令和7年3月まで 55人

腰痛検査 令和6年 5月から 令和7年3月まで 35人

総合健診（人間ドック） 令和6年 5月から 令和7年3月まで 88人

ストレスチェック 令和6年10月から 令和7年3月まで 138人

②職員の元気回復に関すること … 未実施
③その他職員の厚生に関すること … 未実施
注）本表は、地方公務員法第42条の規定に基づく職員の厚生制度の状況

※「ストレスチェック」は、労働安全衛生法第66条の10の規定に基づく心理的な
負担の程度を把握するための検査

(2) 職員互助団体への助成状況

団 体 名 助 成 金 額 備 考

佐呂間町役場職員親睦会 0円 助成なし

区 分 災害件数

公務災害

職務遂行中の負傷 1件

職務に伴う合理的行為又は準備・後始末中の負傷 0件

出張中の負傷 0件

レクリエーション参加中の負傷 0件

その他の行為中の負傷 0件

通勤災害（通退勤途上中の負傷） 0件

(3) 令和６年度における職員公務災害補償の状況



11．勤務条件に関する措置の要求の状況

措 置 要 求 件 数 0件

12．不利益処分についての不服申立ての状況

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

不 服 申 立 件 数 0件 （令和6年4月1日～令和7年3月31日）

13．苦情処理の状況

苦 情 処 理 件 数 0件 （令和6年4月1日～令和7年3月31日）


